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負債と資本の区分をめぐる会計上の問題
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〔要　　　旨〕

IASBは、2018年 6月にIAS第32号の金融商品の分類に関し、企業の経済的資源を引き渡す
「時点特性」と「金額特性」の 2つの基準に基づき金融商品を負債と資本とに区分する新たな
提案を行い意見募集をした。
新たな提案は、大きな議論となっていた自社株によって決済するデリバティブ金融商品の

固定対固定の条件や資本性金融商品のうち資本に区分しない商品に関し、首尾よく説明でき
るようにするための基準にすぎない。
協同組合陣営等からは「金額特性」という新たな基準の導入がIFRIC第 2号の取扱いに影
響が及びかねないという懸念が表明されているほか、多くの国における協同組合の出資は依
然として負債に分類されてしまう問題は未解決のままとなっている。
議論が収れんしない背景には、IAS第32号における負債と資本の区分の整理にIASBの概念

フレームワークにおける負債確定アプローチとは矛盾する要素を持ち込まざるをえないとこ
ろにある。
負債と資本の区分は、本来、主として法的な性格に応じた区分であり、議論を収れんさせ、

あらゆる法人に適用できる基準を確立しようとするならば、法的な性質によって区分する以
外にはない。
わが国では、IAS第32号に相当する国内基準の検討は進められていないが、仮に検討する

場合でも既存の基準ありきでの導入上の問題の有無を中心にするような検討であってはなら
ず、会計のあり方の基本に立ち返った議論が求められる。
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本稿では、新たな提案のポイントを概説

するとともにその問題点を検討し、20年近

くにもわたる議論を経てもなぜ解決をみな

いのか、解決する方法がないのかについて

考えてみたい。
（注 1） IAS第32号は、1995年に採択され、その後
部分的な改正を経て、現行の基準は03年に改訂
されたもので、その後も数次にわたる部分的な
改正がなされ現在に至っている。

1　新提案の概要
―FICE DP（DP/2018/1）のポイント―

IAS第32号によると、金融商品
（注2）
の発行者

は、その金融商品またはその構成部分につ

き当初認識時において法的形式ではなく、

契約の実質ならびに金融負債および資本性

金融商品の定義に従い、金融負債または資

本性金融商品に分類しなければならない

（IAS/32、15項・18項）こととされている。

FICE DPでは、非デリバティブ金融商品

については、それが次のいずれか、または

双方の性質を含んでいる場合には、金融負

債として分類することになるとしている

（IN10）。

①清算時以外の所定の時点に現金または

他の金融資産を移転することを回避する

ことができない契約上の義務（timing 

feature＝以下「時点特性」という）

②企業の利用可能な経済的資源とは独立

した金額となることを回避することがで

きない契約上の義務（amount feature＝以

下「金額特性」という）

この考え方に従って金融商品がどう分類

はじめに

IASB（国際会計基準審議会）は、昨年６

月、2019年１月７日を意見募集の期限とす

るディスカッション・ペーパー「資本の特

徴を有する金融商品（Financial Instruments 

with Characteristics of Equity）」（DP/2018/ 1 ）

を公表した（以下「FICE DP」という）。こ

のFICE DPでは、IAS第32号（金融商品：表

示
（注1）
）における金融商品の負債と資本の区分

に関し、新たに金融商品の発行者の観点か

ら企業の経済的資源を引き渡す義務に関す

る履行の時期（timing）と金額（amount）の

２つに焦点をあてて区分するという案が提

案されている。今回は、協同組合の出資金

に関する解釈指針であるIFRIC第２号「協

同組合に対する組合員の持分および類似の

金融商品」（以下「IFRIC/２」という）とプ

ッタブル金融商品の例外を定めた規定つい

てはとくに論点になっていないため見直さ

ないことになっているが、そもそも現行の

基準そのものが協同組合にとっては受け入

れ難い内容である。

IFRIC/２に基づき対処してきたEUの協

同組合にとっては、新たな基準の導入に伴

い、今後の議論によっては現行の取扱いが

変更を迫られかねない懸念もあるのに加え、

ほとんどの国の協同組合にとっては新たな

提案が何らの解決ももたらすものでないこ

とから、ICA（国際協同組合同盟）を含め協

同組合陣営からは批判的な意見書が提出さ

れている。
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区分の定義と協同組合の出資に関する取扱

いの概要について説明しておこう。
（注 2） 金融商品（a financial instrument）とは、
一方の企業にとっての金融資産と、他の企業に
とっての金融負債または資本性金融商品の双方
を生じさせる契約をいう（IAS/32、11項）。した
がって、協同組合の出資（契約）もここでいう
金融商品となる。ただし、株式と異なり協同組
合の「出資」は有価証券ではなく、日本では用
語も含め株式と概念が異なるので、理解のしか
たも国や当事者によって同じではないように思
われるところがあり（持分の払戻しの概念と出
資の払戻しの概念の違いなど）、議論が混乱する
要素の一つとなっているように思われる。

2　現行基準の概要

（1）　概念フレームワークとIAS第32号

国際会計基準（IFRS）においては、IASB

の概念フレームワーク
（注3）
上、貸借対照表の貸

方は、負債と資本とに区分することとされ、

資本は、資産から負債を控除した残余持分

と定義されている（IASB（2018a）4.63項）。

一方、負債の定義は、過去の事業に起因

して経済的資源を移転する企業の現在にお

ける義務であり、その義務は企業にとって

されるか、その概略を図示すると第１表の

ようになる。

「時点特性」は、所定の時期に企業が支配

義務を履行するために十分な利用可能な経

済的資源（流動性と十分なキャッシュ・フロ

ー）があるかどうかを財務報告の利用者が

評価・判断することに資するためであり、

企業の「利用可能な経済的資源」とは、い

うなれば資産から負債を控除した後の残余

資産を意味するもので、したがって「金額

特性」は、貸借対照表のソルベンシーおよ

び投資へのリターンに焦点をあてたものと

いわれている。

この新たな提案による定義では、清算時

以外の時点（清算時をどのようにとらえるか

も論点の一つ）において払戻し義務を有し

ている協同組合の出資持分は、依然として

負債であることに変わりはない。

このIASBの新たな提案と問題点に関し

ては、提出された協同組合陣営からの意見

を紹介した後で述べることとして、次に、

現行の国際会計基準における負債と資本の

金額特性
（amount feature）

時点特性
（timing feature）

発行企業の利用可能な経済的
資源から独立した金額に
関する義務の存在

左の義務が存在しない

清算時以外の一定の時期に
経済的資源を引き渡す義務
の存在

負　　債
（普通社債など）

負　　債
（公正価値で償還可能な株式等）

清算時にのみ経済的資源を
引き渡す義務の存在

負　　債
（固定金額の現金に対しその
価値が等しくなるよう変動数
の自己株式を引き渡す義務
を負う転換社債など）

資　　本
（普通株式など）

資料 　IN11から作成

第1表　金融商品の分類
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（例えば、自己の株式を利用して純額決済

される売建オプションなど）。このため、

何らかの通貨の固定額と交換に企業自

身の固定数の資本性商品を取得する権

利、オプションまたは新株予約権は、

企業が当該権利、オプションまたは新

株予約権をデリバティブ以外の同一ク

ラスの企業自身の資本性金融商品の現

在の所有者のすべてに比例的に提供す

る場合には、資本性金融商品である。

また、企業自身の資本性金融商品には、

IAS第32号16A項および16B項に従っ

て資本性金融商品に分類されるプッタ

ブル金融商品、清算時にのみ企業の純

資産に対する比例的な取分を他の当事

者に引き渡す義務を企業に課す金融商

品でIAS第32号16C項および16D項に

従って資本性金融商品として分類され

るもの、または企業自身の資本性金融

商品の将来の受取りまたは引渡しに関

する契約である金融商品は含まない。

例外として、次に述べるように、金融負

債の定義を満たす金融商品がIAS第32号の

16A項および16B項または16C項および16D

項の特徴と条件をすべて満たしている場合

には、当該金融負債は資本性金融商品とし

て分類される。
（注 3） 概念フレームワークは、個別の会計基準を
設定するための基準ともいうべきもので、IASB
にかぎらないが、その基本的役割は、一般に資金
の調達や運用を目的とする証券・金融市場に参
加する市場参加者（とりわけ投資家）を前提と
して、目的や基礎概念をあらかじめ設定し、そ
れに基づいて規範的なアプローチに基づく演

えん

繹
えき

法によって、整合性のとれた会計の基礎概念の
体系を明文化しようとしたもので、それは会計

回避することが事実上できないものとなっ

ている（同4.26項）。

これに対し、IAS第32号は、「金融商品

とは、一方の企業
（注4）
にとっての金融資産と、

他の企業にとっての金融負債または資本性

金融商品の双方を生じさせる契約をいう」

（IAS/32、11項）と定義したうえで、金融負

債を以下のように定義し、資本性金融商品

（an equity instrument）とは、企業のすべて

の負債を控除した後の残余持分（a residual 

interest）を証する（evidence）契約であると

している（同項）。

①次のいずれかの契約上の義務

　 ⓐ他の企業に現金その他の金融資産を

引き渡す契約上の義務（例えば、未払金

など）

　 ⓑ金融資産または金融負債を当該企業

にとって潜在的に不利な条件で他の企

業と交換する契約上の義務（例えば、売

建オプションなど）

 ②自己の資本性金融商品によって決済さ

れ、または決済することができる契約の

うち、次のいずれかであるもの

　 ⓐデリバティブ以外で、自己の可変数

の資本性金融商品を交付する義務を負

い、または交付する義務を負う可能性

があるもの（例えば、帳簿価額と等価値

の自己の株式で償還できる金融商品など）

　 ⓑ自己の資本性金融商品を含むデリバ

ティブ契約で、固定額の現金その他の

金融資産と自己の固定数の資本性金融

商品とを交換する以外の方法で決済さ

れるか、またはその可能性があるもの
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清算時に当該企業の純資産に対する比例

的な持分（取分）権を与えているもので

あること。

 ②当該金融商品が他のすべてのクラスの

金融商品に劣後する金融商品のクラスに

属していること、すなわち最劣後の権利

であること。

 ③他のすべてのクラスの金融商品に劣後

する金融商品のクラスに属するすべての

金融商品が、同一の特質を有しているこ

と。これは、例えば、それらはすべてプ

ッタブルでなければならず、買戻しまた

は償還価格の計算に用いられる算式その

他の方法がそのクラスのすべての金融商

品について同じでなければならないこと

を意味する。

 ④発行者が現金または他の金融資産と交

換に当該金融商品を買戻しまたは償還を

する契約上の義務を別にして、当該金融

商品が、現金または他の金融商品を他の

企業に引き渡す契約上の義務を含まず、

また企業にとって潜在的に不利な条件で

他の企業と金融資産または金融負債を交

換する義務を含んでおらず、かつ、金融

負債の定義の②にあるとおり（46頁参照）

企業自身の資本性金融商品で決済される

か、またはその可能性のある契約でない

こと。

 ⑤当該金融商品の存続期間にわたって当

該金融商品に帰属する予想キャッシュ・

フロー の合計額が、実質的に純損益、認

識されている純資産の変動または当該金

融商品の存続期間にわたる企業の認識済

基準設定者の考える理想的な姿を示したもので
あるといえる（岩崎（2015）67頁）。しかし、IASB
の概念フレームワークは、純粋理論ではなく、
特定の会計観に立脚しており、それは会計公準
→会計理論→会計原則→会計処理・会計表示と
いった伝統的な会計理論の基礎、背景にある会
計観とは異なっている。

（注 4） ここに「企業（entity）」とは、個人、パー
トナーシップ、法人、信託および政府機関を含
んだ概念である。また、「契約（contract and 
contractual）」とは、その形式を問わず、必然
的に一定の経済的な結果を伴うことになる複数
当事者間の合意をいう。

（2）　プッタブル金融商品の例外

プッタブル金融商品とは、現金または他

の金融資産を対価として当該金融商品の発

行者に売り戻す権利をその保有者に与えて

いるか、不確実な将来の事象が生じ、また

は当該金融商品の保有者の死亡もしくは退

社が発生したときに自動的に売り戻される

金融商品をいい（IAS/32、11項）、したがっ

て協同組合の「出資」は、このプッタブル

金融商品の一種となる
（注5）
。

この、プッタブル金融商品は、発行者が

その保有者に現金または他の金融資産を引

き渡す契約上の義務を含んでいるため、通

常、金融負債として分類されることになる

が、例外として、その金融商品がIAS第32

号の16A項および16B項または16C項および

16D項の特徴と条件を満たしている場合に

は、資本性金融商品として分類される。

しかし、例外的であるため、その要件は

厳格かつ限定的なものとなっている。すな

わち、プッタブル金融商品は、次の要件の

すべてを満たした場合にはじめて資本とし

て分類される（IAS/32、16A項）。

 ①当該金融商品の保有者に対し、企業の
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を引き渡す義務を含んだ金融商品について

の定めで、これは企業の清算が確実であり、

清算をコントロールできない場合、例えば

有期の事業体等における金融商品の発行企

業にとって現金その他の金融資産を支払う

回避不能の契約上の義務についてのもので

あるが、その要件は上のプッタブル金融商

品に対する要件に類似する要件を規定した

もので、協同組合が存立期間を定めている

場合や一定のパートナーシップの場合を想

定したものである。
（注 5） わが国の会社法は、閉鎖会社であれ公開会
社であれ、少数株主の保護のために一定の場合
には株主による発行会社に対する株式の買取請
求権が認められており、現行基準では条件によ
って負債となるか資本となるかの取扱いが異な
ることになろうが、これに関しての説得力のあ
る説明が見受けられない。

（3）　IFRIC / 2について

このIFRIC/２は、協同組合等の組合員の

出資持分が負債に分類されることになるこ

とに関し、IAS第32号の原則の適用指針を

定めたものである。この指針では、次の点

を明確にしている。ただし、これは協同組

合にとっては、オープン・メンバーシップ

の原則に抵触しかねない性格を含むもので、

いわばIFRSを適用するに際しての妥協の産

物だといえる。

 ①その償還を請求できるという協同組合

の組合員の出資持分を含む金融商品の保

有者の契約上の権利は、それ自体では金

融負債を生ぜしめるものではない。協同

組合等は、金融負債に分類すべきか、資

本に分類すべきかを判断する場合には、

もしくは未認識の純資産の公正価値の変

動（当該金融商品の影響を除く）に基づい

ていること。

さらに、プッタブル金融商品が資本性金

融商品に分類されるためには、以上の要件

をすべて満たすことに加えて、発行者は次

のものを有する他の金融商品または契約を

有していてはならないことになっている

（IAS/32、16B項）。

 ①純損益、認識されている純資産の変動

または企業の認識済もしくは未認識の純

資産の公正価値の変動（当該金融商品ま

たは契約の影響を除く）に実質的に基づく

キャッシュ・フロー合計額、および

 ②プッタブル金融商品の保有者に対する

残余リターンを実質的に制限ないしは固

定する効果

この条件を適用する際には、企業は、IAS

第32号の16A項に規定する金融商品の保有

者との非金融契約で、非金融商品の保有者

と発行企業との間に生じるかもしれないこ

れと同等の契約の契約条件と類似した契約

条件を有するものを考慮してはならない。

そして、当該企業がこの条件を満たしてい

ると決することができない場合には、当該

プッタブル金融商品を資本性金融商品に分

類してはならない。このことはつまり、企

業の所有者以外の立場での金融商品の保有

者との取引は、プッタブル金融商品の例外

的取扱いを検討する際には考慮しないこと

を意味している。

なお、IAS第32号の16C項および16D項は、

清算時にのみ企業の純資産の比例的な取分
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金融商品のすべての条項や条件を検討し

なければならない。これらには、分類日

で有効な関連する国内法、規則および協

同組合等の定款を含むが、法令、規則ま

たは定款の将来の改正については想定し

ていない（第５項）。

 ②組合員の出資持分は、組合員が償還を

請求する権利を有していない場合、第７

項および第８項（下記参照）に定める条

件のいずれかが存在する場合、IAS第32

号の16A項および16B項（前述を参照）ま

たは16C項および16D項（清算時にのみ資

産の比例的な取分を引き渡す義務を含む金

融商品）のすべての性質と条件を満たす

場合には、資本である（第６項）。

 ③協同組合等が組合員の出資持分の

償還を無条件に拒否できる権利（an 

unconditional right to refuse redemption of 

the members’ shares）を有している場合

には、当該出資持分は資本である（第７

項）。

 ④国内法、規則または協同組合等定款が

組合員の出資持分の償還に関して、例え

ば償還を無条件に禁止する、または流動

性を基準に償還を禁止するなど種々の禁

止を課すことができるようになっている。

償還が国内法、規則または協同組合等の

定款で無条件に禁止されている場合には、

組合員の出資持分は資本である。しかし、

単に、例えば流動性の制約があるなどの

条件が満たされた（あるいは満たされな

い）といった条件のみで償還が禁止され

る条項があることによっては組合員の出

資持分が資本に分類されることにはなら

ない（第８項）。

 ⑤無条件の禁止というのは、すべての償

還が禁止されている点で絶対的な場合が

ある。無条件の禁止でも、償還により組

合員の出資持分の数や払込済出資の金額

が一定の水準を下回ることになるときに

は禁止されるという、部分的である場合

がある。部分的な禁止の場合、協同組合

等が第７項にいう無条件に償還を拒否で

きる権利を有していない、または例外的

プッタブル金融商品または例外的精算時

償還金融商品（IAS/32の16A項および16B

項または16C項および16D項）の条件を満

たし資本として分類される場合を除き、

償還を禁止している部分を超過する組合

員の出資持分（例えば、最低出資額を超過

する部分）は、負債となる（第９項）。

3　新たな提案に至るまでの
　　主要な経過　　　　　　

資本の性質を有する金融商品に関するプ

ロジェクトは、最初はFASB（米国財務会計

基準審議会）単独で開始された。FASBがこ

の議論に携わることとなったのは、古く

1986年発足の金融商品プロジェクトまで遡

る。このうち、負債・資本プロジェクトが

最初に公表した討議資料は90年であったが、

議論は一時中断し、2000年に入って新たな

公開草案が発表され、その内容の一部は03

年にSFAS第150号（負債と資本の特徴を併せ

持つ金融商品の会計）として公表された。こ
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ッション・ペーパー（FICE DP）の形で検

討結果の案が公表された。

紙幅の都合上、今回の提案に至るまでの

プロジェクトの検討・議論の経過、内容に

ついては説明を省略せざるを得ないので、

後掲の参考文献、とくに02年のIAS第32号

の修正案からIFRIC/２に至るまでのEUに

おける議論・対応の経過等については、

Detilleux & Naett（2005）を、共同プロジ

ェクトによるディスカッション・ペーパー

の公表と意見募集に至るまでの経過と各国

の協同組合陣営の対応については、重頭

（2008）を、同ディスカッション・ペーパー

に対して提出された意見の分析については、

Maglio, Agliata & Tuccillo（2017）を、今

回の新たな提案前までの検討内容と経過に

関しては、池田（2015b、2016）、石田（2015、

2018）等を参照願いたい。また、徳賀（2014）

は、負債と資本の区分に関する基本的論点

についての洗い出しを行っているので併せ

て参照願いたい。

4　新たな提案で何が変わる
　　のか　　　　　　　　　

FICE DPにおけるIASBの提案は、その

説明によれば、現行のIAS第32号に基づく

分類結果を大きく変えることなく、負債と

資本に区分する原則を明瞭にすること、そ

して単に区分だけではなく表示と開示を通

じて提供される情報の価値を高めるととも

に、分類の要件、とりわけ金融商品の交換

において交換される金融商品の一つが自己

のSFAS第150号は、強制的な償還義務のあ

る金融商品は、負債であるとしたことから、

全国協同組合事業協会（National Cooperative 

Business Association）等を中心にロビー活

動が展開され、同年の11月にはSFAS第150-

３号により、償還義務のある協同組合を含

む非営利法人の資本性金融商品に対する

SFAS第150号の適用は無期限に延期される

こととなった。

その後、負債と資本の区分の問題につき、

FASBとIASBは、02年のノーウォーク合意

に基づくIFRSと米国会計基準の中長期的

なコンバージェンス（収れん）の一環とし

て、06年の両者の覚書（MoU）に基づき、両

者の共同プロジェクトとして検討を進める

こととした。

この共同プロジェクトの結果は、08年

２月に公表されたディスカッション・

ペーパー「Financial Instruments with 

Characteristics of Equity（資本の特徴を有す

る金融商品）」となったが、その後議論は紛

糾し、他のプロジェクトを優先させる必要

性や人的不足等を理由に、10年10月の議論

を最後に共同プロジェクトは中断されるこ

ととなった。

その後、12年10月には、IASBの単独プロ

ジェクトとして、概念フレームワーク（前

掲（注３）参照）のプロジェクトの構成領域

として取り扱うこととなり、17年末に向け

ディスカッション・ペーパー（DP）を発表

すべく再度議論を開始することになった。

予定よりも半年ほど日程がずれ込んだが、

冒頭に述べたように昨年６月にはディスカ
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ずに支払いを繰り延べる無条件の権利を持

つ場合には、資本に分類されるが、新たな

要件では負債に分類される。それは当該商

品の価額（支払うべき金額）が発行企業の利

用可能な経済的資源とは独立した要素によ

って決まるものだからである。

次に、新たな要件のもとでは、自己株デ

リバティブで、固定額の現金その他の金融

資産と企業自身の固定数の資本性金融商品

とを交換する、いわゆる固定対固定の条件

（fixed-for-fixed condition）を満たす場合に

は、当該デリバティブ商品を全体として資

本性金融商品に分類し、そうでない場合に

は、金融資産または金融負債に分類する。

これは当該商品の価値変動のリスクが株式

の価値変動リスクと同じであり希薄化も生

じないため、「金額特性」である企業の利用

可能な経済的資源から独立したものではな

いからである。現行のIAS第32号のもとで

は、株主が所有している株式数に基づいて

当該株主に対してのみ発行する外貨建ての

権利、オプシォンおよびワラントについて

は、外貨の固定額との交換であっても例外

として資本として取り扱っているが、その

決済額が企業の利用可能な経済的資源から

独立した指標である為替変動を反映したも

のとなるので、負債となる。

5　わが国の関係団体と協同
　　組合陣営からの意見　　

FICE DPに対しては、128通の意見書が

世界中から寄せられている。IASBでは、今

株式である金融商品（自己株式に関するデリ

バティブ）である契約上の権利・義務に関

する要件について一貫性、完全性および明

瞭性の改善をはかるというものである。

したがって、協同組合の出資に関しては、

新たな変更を加える提案は行われておら

ず、前述のとおり協同組合の出資に関する

解釈指針であるIFRIC/２およびプッタブ

ル金融商品である協同組合等の出資を負債

ではなく例外的に資本として取り扱う要件

（IAS/32、16A・16B項）については、検討を

先送りしている。

しかし、IFRIC/２の要件、この取扱いは

03年のIAS第32号改訂の結果を受けた後の

折衝による妥協の産物であり、一部の国に

おける実務対応としてはともかく協同組合

のアイデンティティを理論的には損ねるも

のであり、また例外的プッタブル金融商品

として資本に分類されるためには脱退等一

定の場合に償還される金額が純資産に対す

る比例的な持分（取分）権を保障されたも

のでなければならないとされているため、

多くの協同組合の出資は依然として会計上

負債として取り扱われるという問題が残っ

ている。

ところで、今回の提案の新たな要件を適

用した場合に、現行のIAS第32号を適用し

たときとは異なる可能性のあるものがいく

つかある。例えば、代表的なものをあげる

と、現行IAS第32号のもとでは、累積型永

久優先出資（株式）など、固定額かつ累積

型の配当の支払義務がある金融商品は、そ

うした義務があったとしても期限を特定せ
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の要件に用いられている「企業に利用可能

な経済的資源」の表現は、解釈が難しく、

実務への適用上混乱を引き起こす恐れがあ

り、表現の明確化をはかる必要があると考

えるとしている（これらと同趣旨のことは

ASBJの意見書でも言及）。

今回は、わが国の協同組合関係団体から

の意見書は提出されていないが、EUの協同

組合関係団体から出されている意見書では

何を問題視しているか、その概要をみてお

こう。

EUでは、05年からEUの規制市場に上場

する企業の連結決算についてはIFRSが導

入されており、協同組合もその例外ではな

いことから04年には前述のIFRIC/２が公

表された。EUにおいては、クレディ・アグ

リコル、EACB（欧州協同組合銀行協会）、

DGRV（ドイツライファイゼン協同組合連盟）、

Cooperatives Europe（ヨーロッパ協同組合

地域本部）、Copa Cogeca（欧州農業組織委員

会・欧州農業協同組合委員会）およびICAは、

それぞれIFRIC/２がIAS第32号のもとでの

協同組合の資本を考える場合のモデルであ

るとし、EU金融機関の自己資本規制におい

てもIFRIC/２が前提の枠組みが構築されて

いることもあり、これらすべての団体が

「金額特性」が不明瞭で、IFRIC/２の考え方

と不整合であることを指摘するとともに、

IAS第32号自体にIFRIC/２を組み込むこと

を求めている。金融機関の規制当局である

EBA（欧州銀行規制当局）とバーゼル委員会

（Basel Committee on Banking Supervision）

の意見書もこれと同じスタンスである。

年中にこれら意見を分析し、今後の方向性

を固める予定になっている。

わが国の企業会計基準設定主体である

ASBJ（企業会計基準委員会）は、FICE DP

ではこれまで適用上の課題とされてきた固

定対固定の条件の明確化や経済的強制の課

題への対応の一部にとどまっており、とく

に「金額特性」に関しては分類の結果を説

明するのに十分でない可能性があることを

指摘し、幅広い請求権に対し整合的な考え

方が適用できるよう検討を進めるべきだと

している。

また、日本公認会計士協会は、「時点特

性」を有する請求権を例外なくすべて負債

とするのであれば、プッタブル金融商品に

ついては例外処理を継続すべきではなく、

仮にプッタブル金融商品を資本とする処理

を継続する必要性があるのであれば、むし

ろ「金額特性」の要件のみで負債と資本を

区分するアプローチによることが妥当なの

ではないかという観点からIASBの選好す

るアプローチ自体を見直すべきであるとの

意見を提出している。また、「時点特性」の

要件で用いている「清算時における契約上

の義務」という概念につき、当要件を用い

るうえでいつが「清算」にあたるかの判定

が重要と考えられるものの、IAS 第32号に

おいても「清算時」がどの時点を示す概念

なのかについて明確な指針を示しておらず、

実務上、「時点特性」を満たしているものと

満たしていないものを明確に区分できるよ

うにするため、「清算時」の概念を明確化す

ることが必要だとし、さらに「金額特性」
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しかし、実際には、負債と資本の区分が

困難な金融商品が多く存在している。法律

上は株式であるがその種類によってはむし

ろ社債の性格に近い株式もあるし、逆に永

久債である社債は償還期限が存在せず返済

義務がないという点で株式に近い。

したがって、問題は両者を隔てる基準と

いうことになるが、株式にも性格の異なる

ものが多く存在し、各国の法律も異なる以

上、財務諸表の比較可能性という視点では

法律上の形式でもって判断すべきでないの

は当然であろう。しかしながら、当該商品

の法律上の形式はともかくとして負債と資

本が区別されるのは、会計上は、損益計算

上の利益が異なるから（山田（2016）25頁）

であり、それは主として法律的な性格（法

律関係）が違うから（新井・川村（2018）39

頁）にほかならず、単に経済的な実質のみ

で基準を設定するのは困難であろう。

負債と資本の区別の問題を解決する方法

として負債と資本を区別しないという考え

もあり得るが、そうすると利益の概念も不

明になってくるうえ現行の制度と大きく異

なってくる。また、現行の負債と資本以外

の第３の区分を設けるという案もあり得る

が、問題が複雑になるだけで、これらはい

ずれも支持されておらず、負債と資本の２

つに区分することを前提にこれまで議論が

されてきている。

さて、IASBの概念フレームワークにもど

り、概念フレームワークにおける定義から

出発しよう。それによると負債（liability）と

は、過去の事象の結果として経済的資源を

ICAは、EUだけの組織ではないので、他

の団体と異なって、協同組合についてのプ

ッタブル例外は維持することが必要だが、

例外の要件は、協同組合の実際の出資の性

格とは矛盾するものを前提にしていること、

また資本は、残余の概念でなく積極的に定

義すべきこと、議決権が資本性金融商品に

分類する基準として最良であるなど、世界

の協同組合一般の視点から意見を述べてい

る。

ところで、IFRIC/２によって、組合員の

出資が資本に分類されるのは、企業（協同

組合）が組合員の出資の償還を拒むことが

できる無条件の権利を有している場合、お

よび法令・定款により償還を禁止すること

ができるようになっている場合、または組

合員の出資がIAS第32号のプッタブル例外

規定の要件のすべてを備えている場合とな

っている（IFRIC/２第６項）。したがって、

「金額特性」によってプッタブル例外の要

件に影響が及ぶことはあってもIFRIC/２

に直接影響が及ぶことはないように思われ

るが、「金額特性」が新たに加わることで影

響が及ぶ懸念も払拭しきれない。

6　なぜ議論が収れんしない
　　のか　　　　　　　　　

IASBの概念フレームワークに従って負

債の定義を機械的に適用すれば、負債の定

義に合致するものが負債になり、負債の定

義に合致しないものが持分になるので、問

題は簡単に解決するかのようにみえる。
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移転する企業の現在の義務で（IASB（2018a）

4.26項）、負債であるためには①企業が義務

を負っていること、②その義務は経済的資

源を移転しなければならない義務であるこ

と、③その義務は過去の事象の結果として

存在する現在の義務であること、という３

つの基準のすべてを満たすものでなければ

ならない（同項）。そして、資本（equity）と

は、企業のすべての負債を控除した後の資

産に対する残余持分である（同4.63項）と、

差額ないし純額概念として規定している。

また、持分請求権（equity claim）とは、

企業のすべての負債を控除した後の資産に

対する残余持分に対する請求権である（同

4.64項）。いいかえると企業に対する請求権

のうち、負債の定義を満たさないものであ

るが、当該請求権は契約、法律および類似

の手段によって設定されることになる（同

項）。

この概念フレームワークの定義に従うか

ぎり、資本ないし持分は企業からみた場合

の経済的資源の移転の義務の有無だけであ

り、「清算時における請求権の優先・劣後の

関係や、法律上株式であるか否かという要

件は、負債・持分の区分とは無関係」（池田

（2015a）37頁）ということになるはずであ

る。このため、現金により決済される義務

は負債とされるが、自己持分商品（自社株）

によって決済される義務は、それが経済的

資源を移転する義務ではないため資本とさ

れることになる。

ところが、IAS第32号は、概念フレーム

ワークに従った区分の原則に対し、例外を

設けている。その代表が自己の持分商品で

決済される義務についての例外であり、固

定数の現金または金融資産と固定数の自己

持分商品を交換する、いわゆる固定対固定

の条件を満たすものにかぎり資本とし、そ

れ以外は負債としている（IAS/32、16項）。

その理由は、当該金融商品の保有者の請求

権が自己持分商品のリスクとリターンとは

異なり、自己持分商品は単なる決済手段と

して使用されているにすぎないと考えられ

ているためのようである。しかし、これは

概念フレームワークの考え方と矛盾するも

のであり、負債と資本の区分に、別の概念

を持ち出すという点で不徹底であると同時

に理論的ではないことになる。

また、会計主体としての企業をその出資

者とは独立した存在としてとらえるかぎり

は、すべての請求権は企業に対してその経

済的資源を引き渡す権利を有していること

になるので、問題は請求権を行使し得るタ

イミングと条件ということになるはずであ

る。ゴーイング・コンサーンを前提とする

かぎり、企業にとって解散・清算以外にそ

の経済的資源を引き渡す義務を負うものは

負債となりそれ以外は資本ということにな

るはずで、資本性金融商品の保有者間にお

ける権利の優先・劣後の関係を問わずに資

本として区分すべきことに理論的にはなろ

う。

今般のFICE DPによる「金額特性」は、

現行の固定対固定の条件を満たす金融商品

にかぎり資本としていることの説明と次の

累積型の優先株（出資）等を資本から排除
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ろにあるように思われる。そうだとすれば、

このまま基準を精緻化したとしても首尾一

貫した論理によって論点を整理することは

まず不可能であり、最終的には概念フレー

ムワークにおける「経済的資源を引渡す義

務」という負債の概念自体の妥当性も問わ

れることになろう（山田（2016）32頁）。

7　問題の解決に向けて

会計の役割は、大きくは「意思決定会計」

と「利害調整会計」の２つがあるとされる

（石川（2014b）36頁）。これは、会計の機能

である「情報提供機能」と「利害調整機能」

として論じられてきたものであるが、利害

調整は、株主の有限責任を前提にした会社

の株主と債権者の利益調整を目的とした発

生主義に基づく資本取引と損益取引の区分

と利益配当の規制等のために必要なもので

あり、従来の伝統的な会計が主として担っ

てきたものである。

現代の財務会計の目的に関しては、会計

情報の役割がもっぱら資本市場の投資家の

意思決定に対して有用な情報を提供するこ

とにあるという見方に立脚（辻山（2013）168

～169頁）して、財務諸表の投資意思決定有

用性に関する議論がされてきている。IASB

の概念フレームワークにおける考え方も同

じであるが、一口に「投資家」といっても

「投資家」としてどのような投資家を想定

するかで、会計の議論が左右される。した

がって、現代の金融経済を前提にした金融

資本主義的な経済社会のもとでは、従来型

する理屈として考えられたもののようで、

対症療法的な整理にとどまり理論的なもの

だとは思われない。

これとは全く性格を異にする例外として、

プッタブル金融商品である協同組合等の出

資に関する規定が設けられている（IAS/32、

16A-16D）。この例外規定が設けられている

のは、資金調達の大部分がプッタブル金融

商品によって行われている企業にあっては、

負債の定義をそのまま適用するとバランス

シート上、資本のない企業がでてきてしま

うことや、協同組合の出資のように最劣後

の請求権でありながら、これを負債にして

しまうと当該負債の帳簿価額の変動が純損

益に認識されることになり、そうすると企

業（協同組合）の業績が良いときには、当該

負債の決済金額の現在価値が増加して損失

が認識され、企業の業績が悪いときには、

当該負債の決済金額の現在価値が減少して

利益が認識されるという、直観に反した会

計処理になるなどの懸念があるからだとさ

れている（IAS（2010）BC50項）。

いずれにしても、これまでの大きな争点

は、自社株式で決済する義務の扱いと償還

義務を負った株式等（株式以外の出資なども

含む）の扱いであり、20年近くにわたり議

論が紛糾し収れんしない理由には、概念フ

レームワークにおいては、負債をまず確定

し資本をその残余とするいわゆる負債確定

アプローチを採用している一方で、IAS第

32号の議論では持分確定アプローチという、

違う考え方をも併用して負債と資本の区分

の議論をせざるを得ず、またしているとこ
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べきだとすれば、それは目的適合的で、か

つ、表現しようとするものを忠実に表現す

るものでなければならない」（IASBの概念フ

レームワークの第2.4項）とするならば、ビジ

ネス・モデルに応じて財務報告の目的適合

性は異なるのであって、費用対効果も考慮

したうえで、それぞれに最も適した会計基

準を設けるべきだというのが筆者の基本的

な考えである。そのための具体的な提案は

ここではできないが、ここではIAS第32号

の負債と資本の区分をめぐる問題の解決策

に関し、いくつかの代替的な選択肢を考え

てみたい。

まず、概念フレームワークの負債概念を

改めることなしには、とりわけ協同組合の

出資に関連するプッタブル金融商品を例外

でないようにすることは論理的に不可能で

あり、例外としないのであれば資本を残余

持分とするのではなく積極的に定義する以

外にはないと考える。その場合、現行IAS

第32号の固定対固定の条件は、「利益は株主

のものであるという考えを前提にしたルー

ル」（山田（2016）31頁）といえるので、企

業の利益の帰属先としての株主集団という

ものを措定し、利益の帰属先といえる内部

の請求権に着目（同33頁）する考え方があ

り得るだろう。この考えは、IASBの資産負

債アプローチ（もっとも上述のように資産負

債アプローチで首尾一貫しているわけではな

い）に立った会計思考ではなく、わが国の

伝統的な会計観であるいわゆる収益費用ア

プローチによる会計思考に合致している。

ただし、これも「内部の請求権」、いいか

のいわゆる伝統的な事業投資とは異なる視

点で投下資金の運用・回収がはかられてお

り、それに応じて「会計基準の選択問題は

大きく異なる結論に結びつく可能性がある」

（同182頁）ということになる。

この問題は、「会社とは何か」「誰のため

の会計か」といったこととも関係する問題

であり、その前提と立脚点が異なれば議論

はかみ合わないものとなる。IASB等の検

討・議論も国際的な市場で資金調達をする

公開企業を前提にしたものであり、協同組

合や所有者の存在しない非営利組織をも包

含した会計理論に基づくものではない。国

際会計基準というと「国際」という言葉の

響きからは全世界に開かれた公平でクリー

ンなイメージを抱きやすいが、「会計基準は

真水でもなければ純粋理論の産物でもない」

（田中（2010）39頁）ことを理解しておくこ

とがまずもって必要であろう。また、重要

なのは、投資家や与信者が企業に投資ない

しは貸付けをする際、会計情報は、単にそ

のうちの一つの情報にすぎないということ

であり、会計が意思決定に必要なすべての

情報を提供できるという錯覚が投資意思決

定有用性に関する議論の大きな落とし穴に

なっている（渡邉（2014））ことも忘れては

ならないであろう。

ところで、会計基準としては、あらゆる

会計主体を包含した会計理論と会計基準が

できることが望ましいといえるが、財務諸

表に求められるものは、その利用者の利害

関係が異なれば異なるのが当然である。

IASBがいうように「財務情報が有用である
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ととらえている（３項）。

したがって、清算前の経済資源の引渡

しの義務には、協同組合のような脱退等に

伴う協同組合との財産関係の部分的清算と

しての持分の払戻しは、金融商品の償還や

返済にはあたらないように負債の定義にお

いて明らかにするか、「金額特性」をより

明瞭・精緻化して、「決済」のタイミング

を問わず、その「金額特性」のみを負債と

資本の区分にするということがまずは考え

られよう（前述の日本公認会計士協会の意見

も同じ）。これとの関係で、現行のプッタ

ブル金融商品の例外の要件は、その保有者

の請求権が最劣後の請求権で、かつ、純資

産に対してその保有する単位に応じた比例

的取分権が与えられているものでなければ

ならないとなっているが、FICE DPの立

脚視点である企業側からの視点（from the 

perspective of the issuer）でいえば、最劣後

の請求権であるか否かはさておき、純資産

に対して出資者に比例的取分権があるか否

かは負債と資本の区分とは本来無関係なも

のであるので、整理が必要である。

また、「金額特性」との関係で、EUの協

同組合関係者や会計基準設定主体で使用さ

れている「額面による出資の償還ないしは

払戻し」概念や用語、これは国により法人

理論が異なるので不明であるが、協同組合

の「出資」に「額面」という概念が存在す

るかまず疑問である。また、累積型の永久

優先出資等のように法律上の権利としてそ

の価額が企業の純資産と独立に定まるとい

うものとは性格が異なり、純資産の変動に

えれば企業の実質的所有者の権利というこ

とになろうが、具体的に所有者を定義する

のは必ずしも簡単ではない。また、協同組

合を含め非営利法人の会計も包含する基礎

的な概念になるかは疑問である。というの

も利益の帰属先の集団という場合、株式会

社の株主集団と同様な意味で、利益の帰属

先の集団とは何かが一元的に定まらない可

能性があるからである。利益の帰属者であ

るためにはその者に当該企業の利益の処分

権があることが前提になると考えざるを得

ないように思われるが、株式会社の「普通

株式」のような金融商品とは異なって、協

同組合の組合員の議決権は「出資」から導

かれるものではなく、組合員たる地位その

ものから導かれるものであるため定義する

ことは易しいことではない。少なくともわ

が国の協同組合法制上は、出資は、組合員

たる地位に基づく義務として引き受けたも

ので、かつ、農協法のように議決権を有さ

ない准組合員の出資（その性格は正組合員の

ものと同一）があり、具体的に定義するとな

ると困難であることは理解できよう。前述

のICAの意見書で、資本を残余の概念では

なく積極的に定義すべきというのはそのと

おりとして、金融商品を資本に分類するた

めの基準としては議決権というものが最良

であろうという主張は、少なくとも日本の

農業協同組合の場合にはあてはまらないし、

議決権の有無は基準にはならないと考え

る。ちなみに、IFRIC/２は、協同組合の組

合員の出資を企業の所有者持分（members’ 

ownership interest in the entity）を証すもの
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れんさせるような傾向が見受けられるが、

両者はそもそも目的が違うのであって、両

者を一元的なルールによって規整する理論

的必然性もないというべきであるし、会計

基準に政治的な力のバランスによってゆが

みがもたらされるのを避けるためにも、分

けて考えるべきである。

おわりに

IFRSには、基準を公定する特定の規制当

局・団体等が存在せず、IFRSを採用するか

どうかはそれぞれの国における所定の手続

きに依拠することになるので、IFRSにおけ

る負債と資本の区分の問題は、直ちにわが

国の会計基準に影響が及ぶというものでは

ない。

しかし、負債と資本の区分の問題は会計

の根幹にかかわる問題であり、ASBJにおい

て設定される会計基準は、07年８月のASBJ

とIASBとの会計基準のコンバージェンス

に向けたいわゆる「東京合意」以降、IFRS

の影響を強く受けるものとなってきている

ため、無関心ではいられない。

わが国におけるIFRSのエンドースメン

ト手続は、IASBにより公表された会計基準

等について、わが国で受入れ可能か否かを

判断したうえで、必要に応じて、一部の会

計基準等について「削除または修正」し、

金融庁において指定する仕組みで、現時点

では、IASBにより公表された会計基準等の

すべてが指定され、結果として指定国際会

計基準は、IASBにより公表された会計基準

伴って協同組合の組合員の出資持分の価値

（価額）は、その性質上は変動し、脱退等に

伴って払い戻されるのは出資持分全部では

なく組合員が出資として払い込んだ金額が

上限になっているにすぎないと考えれば、

そのかぎりでFICE DPのいう「金額特性」

と矛盾するものではないので、そのように

整理すべきだろう。

なお、ICA等を含めEUの関係団体が、

IFRIC/２のIAS第32号本体への組込みを主

張する背景はよくわからないが、「金額特

性」を問題視しているところからすると、

所有者持分であることのみ、したがって最

劣後の請求権であることのみで整理するこ

とを求めているようにも思われる。

おって、この「金額特性」のみを基準に

区分するということの意味を敷
ふ

衍
えん

すれば、

負債と資本の区分は、元来、主として法的

な性質（株式か社債かといった法的形式とい

う意味ではない）の違いによる区分であって、

あらゆるビジネス・モデルの企業に適用可

能な負債と資本の区分を考えるのであれば、

この法的性質に応じて区分するのが最も妥

当だと考える。すなわち、負債とは契約上

（法令・定款の規定を含む）現時点で未確定

であっても支払うべき金額が定まっており、

債務の履行期において当該金額の債務を支

払えないことが債務不履行という法的事実、

したがって企業の資産に対する強制執行や

企業の法的整理のトリガーとなる請求権で

あるか否かによるべきであると考える。

なお、バーゼルⅢ以後、金融機関のプル

ーデンシャル・ルールと会計のルールを収
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法令を改めるというのは本末転倒であり、

仮に検討するというのであれば、既存の基

準ありきでの導入上の問題の有無の検討で

あってはならず、会計のあり方の基本に立

ち返り、現状の財務報告のどこに現実的な

問題があり、何のため、誰のために、どの

ように改める必要があるかの議論から始め

られなければならない。
（注 6） 単体財務諸表へのIFRSの適用と会社法上の
問題については、秋坂（2009）、弥永（2012）等
を参照のこと。
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る連結会計年度にかかる連結財務諸表から

適用することが可能となっており、16年３

月31日以後終了する連結会計年度にかかる

連結財務諸表からは修正国際会計基準（国

際会計基準と一部わが国の実情に合わせて修

正・削除した会計基準）を適用することがで

きるようになっている。また、米国のSEC（証

券取引委員会）に登録の上場企業について

は02年から米国の会計基準によることが認

められている。

したがって、現在、わが国の金融商品取

引所に上場している企業の連結財務諸表に

関しては、４つの会計基準が存在している

状況にある。したがって、IFRSに関し、日

本に残されている選択肢は、アドプション

（強制適用）の選択だけであるといえ、これ

はおそらく米国のSECの判断と無関係には

判断できない問題なのであろうが、日本と

しては東京合意に従いIFRSとのコンバー

ジェンスを進めれば良いのであって、その

場合でも個別財務諸表の作成ルールまで

IFRSに合わせることはない（田中（2010）

248頁）。

いずれにしても、単体の財務諸表に任意

であれIAS第32号を適用するとなれば、会

社法（協同組合法等も含む）その他の制度と

の調整の問題が別途生ずる
（注6）
ので、会計基準

の適用の是非だけの問題ではすまない。

IAS第32号に相当する日本の会計基準の

検討は、まだ俎上にのぼっているわけでは

ないが、「会計基準」の要請から会社法等の
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